
こども家庭庁　令和３年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

区分 分野 団体名 支障事例 見解
補足
資料

制度改正による効果
（提案の実現による住民
の利便性の向上、行政

の効率化等）

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体
からの見解

各府省からの第１次回答根拠法令等
制度の所管・関

係府省
団体名

その他（特記事
項）

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）
＞

管理番号

提案区分

提案事項名 求める措置の具体的内容 具体的な支障事例

58 B　地方に対する
規制緩和

03_医療・福祉 児童手当交付金の実
績報告における精算手
続の簡素化

児童手当交付金の実績報告
における精算手続につい
て、現状の子ども・子育て支
援勘定業務関連システム
（以下、システム）により出力
される帳票結果をそのまま
活用できず、内閣府より発出
された事務連絡に基づき、
別途追加交付額、返還額を
手計算により算出している。
このような状況を改善するた
め、例えば、実績報告様式
（様式12）において、児童手
当の追加交付額と返還額
（事業主拠出分）、児童手当
の追加交付額と返還額（国
庫財源分）、特例給付の追
加交付額と返還額がそれぞ
れ算出された形で出力され
る等の手続の簡素化を求め
る。

毎年７月に、内閣府が指定するシ
ステムを活用し、前年度分の児童
手当について実績報告を行って
いる。
出力される帳票の合計欄には、児
童手当及び特例給付の過不足が
相殺された形で追加交付額また
は返還額が算出されるが、実際に
は、児童手当の追加交付額と返
還額（事業主拠出分）、児童手当
の追加交付額と返還額（国庫財
源分）、特例給付の追加交付額と
返還額について、それぞれを分け
た形で報告することが求められて
いる。そのため、システムによる出
力結果を基に、各区分の追加交
付及び返還額を別途算出する必
要があり、その事務に相当な時間
を要するとともに、追加交付及び
返還額について誤りが発生しやす
い状況となっている。

児童手当交付金の実績
報告における精算手続
の簡素化を図ることがで
きれば、地方においては
システム外での計算の
作業がなくなり、国にお
いても地方への計算方
法の周知の手間が省け
る点で双方の事務負担
が軽減される。また、シ
ステム外での計算作業
による追加交付額及び
返還額の誤算出の発生
も防ぐことができる。

令和元年度児童手当
交付金事業実績報告
書の提出について
別紙　確定に伴う追
加交付額及び返還額
の算出について（令
和２年６月12日付内
閣府子ども・子育て
本部事務連絡）

こども家庭
庁

豊橋市 ひたちなか市、富
津市、鳥取県、岡
山県、山陽小野田
市、香川県、宇和
島市、高知県、大
牟田市、宮崎県

○当市においても提案自治体と
同意見であり、事務に相当な労力
を要しており、手計算によるミスの
恐れもあるため、システムで処理
が完結するよう改善を求めます。
○当市においても同様に、各区分
の追加交付及び返還額の算出に
多くの時間を費やしている状況に
あり、何らかの改善策を講じるべ
きと考えている。

現在、受給者が被用者であり、かつ児童
が３歳に満たない場合に限り、当該児童
に係る児童手当の財源に事業主拠出金
が充てられている。
また、児童手当の支給要件には所得制
限を設けているが、当分の間、所得制限
を超えていることにより児童手当が支給
されない者に対しては、児童１人当たり
月額5,000円の特例給付の支給を行って
いる。
国の交付金の実績報告については、シ
ステムにより手続の簡素化を図っている
ところであるが、追加交付額及び返還額
の算出に当たっては、児童手当及び特
例給付を明確に区分し、さらに児童手当
の内訳として事業主拠出金財源分及び
国庫財源分を明確に区分する必要があ
ることから、システムにより出力されない
場合の算出方法について具体例とともに
示しているところである。
更なる簡素化について、システム改修を
行った場合の影響等を踏まえ、今後検討
する予定である。

具体例により算出方法をお示しい
ただいているところではあります
が、例えば児童手当返還、特例給
付追加交付となった場合、システム
で計算された帳票の出力数値を具
体例の算出方法により別途計算す
るなど、別管理をする必要があり、
手続きの簡素化を図るシステムに
もかかわらず、作業が煩雑となって
います。また、返還に至るまで市で
の補正予算計上時に誤りがないよ
う数回、帳票内の数値を再確認し
ている状況であり、そもそもシステ
ムにおいて計算が可能であれば、
このようなミスが生じうる状況には
ならないものと考えます。
回答にございます「更なる簡素化」
について、内閣府においてシステ
ム改修を行った場合の各自治体の
入力作業については影響がないも
のと想定されます。また、実績報告
の出力帳票において児童手当区分
と特例給付区分及びその財源につ
いてそれぞれ返還又は追加交付の
額が表示されることにより、内閣府
も各自治体も確認が容易になる
（内閣府からの具体例の例示書類
も不要になる）ものと考えます。
つきましては、令和４年度から大幅
に児童手当制度が改正されること
を機に、児童手当区分と特例給付
区分及びその財源についてそれぞ
れ返還または追加交付の額が表
示されるようなシステム改修につい
て前向きなご検討をお願いします。



こども家庭庁　令和３年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）
状況

今後の予定

対応方針の措置（検討）状況
各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体か

らの見解
全国知事会・全国市長会・全国町

村会からの意見

提案募集検討専門部
会からの主な再検討
の視点（重点事項）

各府省からの第２次回答
令和３年の地方からの提案等に
関する対応方針（令和３年12月21

日閣議決定）記載内容

― システム改修 令和5年中 児童手当交付金
の確定に伴う追加
交付額及び返還
額については、子
ども・子育て支援
勘定業務関連シ
ステムで財源等の
区分に応じて算出
されるよう、令和５
年中に当該システ
ムを改修する方向
で検討している。

システム改修の具
体的なスケジュー
ル等について調
整を行う。

【全国知事会】
提案団体の提案の実現に向けて、
積極的な検討を求める。

令和４年度の制度改正において、受給者
及び市町村の事務負担軽減を図る観点
から、毎年６月の現況届について、市町
村等が公簿等により必要な情報を確認で
きる場合には、その提出の省略を可能と
するとともに、支給要件児童のうちに３歳
に満たない児童がいない受給者について
は、当該者が被用者であっても健康保険
証の写し等の提出を不要とすることとして
いる。
引き続き、市町村の事務負担軽減を図る
ため、児童手当交付金の手続簡素化に
ついても、子ども・子育て支援勘定業務
関連システムの改修を行った場合の影響
等を踏まえ検討していきたい。

＜令３＞
５【内閣府】
（11）児童手当法（昭46法73）
児童手当交付金の確定に伴う追
加交付額及び返還額について
は、子ども・子育て支援勘定業務
関連システムで財源等の区分に
応じて算出されるよう、当該システ
ムを改修する方向で検討し、令和
４年中に結論を得る。その結果に
基づいて必要な措置を講ずる。

＜令４＞
５【内閣府】
（５）児童手当法（昭46法73）
（ⅰ）児童手当交付金の確定に伴
う追加交付額及び返還額につい
ては、子ども・子育て支援勘定業
務関連システムで財源等の区分
に応じて算出されるよう、令和５年
中に当該システムを改修する。



区分 分野 団体名 支障事例 見解
補足
資料

制度改正による効果
（提案の実現による住民
の利便性の向上、行政

の効率化等）

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体
からの見解

各府省からの第１次回答根拠法令等
制度の所管・関

係府省
団体名

その他（特記事
項）
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＞
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提案区分

提案事項名 求める措置の具体的内容 具体的な支障事例

111 北広島市、
船橋市

内閣府、警
察庁、総務
省、厚生労
働省、こど
も家庭庁

ドメスティック・バイオ
レンス、ストーカー行
為等、児童虐待及び
これらに準ずる行為
の被害者の保護のた
めの適正な事務執行
の徹底について（周
知）（令和元年６月27
日付け総務省自治税
務局企画課事務連
絡）
住民基本台帳事務処
理要領５－10

ＤＶ等の被害者の保護
がより確実になるなど、
更なる被害の防止に寄
与する。

【制度改正の経緯】
配偶者からの暴力（ＤＶ）、ストー
カー行為等、児童虐待及びこれら
に準ずる行為（以下「ＤＶ等」とい
う。）の加害者が、住民票の写し
等の交付等を不当に利用して、被
害者の住所を探索することを防止
し、被害者の保護を図るため、平
成16年に住民基本台帳事務にお
けるＤＶ等支援措置（以下「措置」
という。）が制度化された。
【支障事例】
措置の情報は、総務省通知や住
民基本台帳事務処理要領（以下
「通知等」という。）に基づき、被害
者の現住所地の市町村及びその
庁内、前住所地の市町村、本籍
地の市町村（以下「転送先市町村
例」という。）においては情報連携
が図られている。一方、被害者の
固定資産又は車両（以下「固定資
産等」という。）の所在市町村が転
送先市町村例と異なる場合、固定
資産等の所在市町村が措置の情
報を把握するためには、被害者本
人から固定資産等の所在市町村
へ措置の申し出がされない限り覚
知できず、必要な場合に措置を講
ずることが出来ない可能性が極め
て高い。また、被害者の固定資産
等の所在市町村が、情報提供
ネットワークシステムを通じて被害
者の住民基本台帳情報を照会し
た場合、現在のシステムでは措置
の有無を識別できるようになって
いないため、他市町村において、
措置を講ずることが出来なかった
事例がある。
【制度改正の必要性】
措置が適切になされず、被害者が
殺害されるなどの事例も見受けら
れている。特に、地方税のうち固
定資産税は不動産を課税客体と
していることから、ＤＶ等の加害者
が公開情報である不動産登記情
報を調べた上で、不動産の所在
する市町村へ固定資産税情報が
記載されている証明書等の交付
申請を行うことによって、被害者
の現住所を特定することが想定さ
れるため、通知等に記されている
転送先市町村例のみならず、被
害者の固定資産等を有する都道
府県及び市町村の相互連携が必
要である。
【懸念の解消策】
通知等における措置情報を転送
する市町村の例として、固定資産
等の所在市町村を追加するととも
に、地方税の固定資産等におい
ても適切に措置が行われるよう、
警察、配偶者暴力相談支援セン
ター、児童相談所等の相談機関
等及び市町村へ周知する。また、
情報提供ネットワークシステムを
通じて閲覧ができる住民基本台
帳情報と併せて措置の有無を識
別できるようシステムを更改する。

ＤＶ等支援措置のうち地方税
での措置の周知及び情報提
供ネットワークシステムを通
じて閲覧ができる住民基本
台帳情報と併せてＤＶ等支
援措置の有無を識別できる
ようにすること。

B　地方に対する
規制緩和

ＤＶ等支援措置のうち
地方税での措置の周知
及び住民基本台帳情報
の調査時における支援
措置情報の提供

11_その他 「どのような対応が考えられるか検
討してまいりたい」とのことである
が、少なくとも、通知等に基づく措
置情報の転送先市町村例として、
固定資産等の所在市町村を追加
するとともに、地方税の固定資産
等においても適切に措置が行われ
るよう、相談機関等及び市町村へ
周知いただきたい。
また、ＤＶ等の被害者の保護がより
確実になるなど、更なる被害の防
止に寄与するため、対応について
直ちに検討及び実施していただき
たい。

ＤＶ等被害者の保護は重要であると認識
しており、ご提案のような事例について、
どのような対応が考えられるか検討して
まいりたい。

○当市では市民課と情報連携を
図っており、ＤＶ措置の取られてい
る市民が転出入した場合や期間
延長した場合に情報提供を受け、
税システムに入力している。これ
により、証明窓口、固定資産税を
はじめとする税部門に税システム
を通じて情報共有し、ＤＶ措置の
有無を認識できるようにしている
が、提案のように全国区の情報が
入手可能であれば、被害防止に
寄与することになると考える。

旭川市、いわき
市、東海村、桐生
市、八王子市、川
崎市、長野県、中
野市、豊橋市、田
原市、枚方市、兵
庫県、出雲市、府
中町、香川県、宇
和島市、久留米市



見解
補足
資料

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）
状況

今後の予定

対応方針の措置（検討）状況
各府省からの第１次回答を踏まえた追加提案団体か

らの見解
全国知事会・全国市長会・全国町

村会からの意見

提案募集検討専門部
会からの主な再検討
の視点（重点事項）

各府省からの第２次回答
令和３年の地方からの提案等に
関する対応方針（令和３年12月21

日閣議決定）記載内容

ＤＶ等支援措置の申出を受けた市町村か
ら、申出者の固定資産等の所在市町村
に対して、ＤＶ等支援措置の情報を連携
する方法について、自治体の実務も踏ま
え、適切な対応について通知を発出する
ことを検討したい。

――

関係府省におい
て、個人情報保護
の観点等を踏まえ
つつ、地方公共団
体間で措置情報
を共有する仕組み
の在り方について
検討する。

関係府省におい
て、個人情報保護
の観点等を踏まえ
つつ、地方公共団
体間で措置情報
を共有する仕組み
の在り方について
検討。

未定２ポツ目
検討中

５【厚生労働省】
（39）住民基本台帳法（昭42法81）
（ⅲ）DV等支援措置の実施を求め
る旨の申出又は延長の申出を受
けた市区町村が他の市区町村に
対し、当該措置の対象となってい
る者に係る情報（以下この事項に
おいて「措置情報」という。）を転
送する運用については、以下のと
おりとする。
・DV等支援措置の申出者が他の
市町村に所在する固定資産を有
している場合に、当該市町村に措
置情報を伝達する具体的な方策
について検討し、地方公共団体に
令和３年度中に通知する。
（関係府省：内閣府、警察庁及び
総務省）
・個人情報保護の観点等を踏まえ
つつ、地方公共団体間で措置情
報を共有する仕組みの在り方に
ついて検討する。
（関係府省：内閣府、警察庁及び
総務省）

１ポツ目
通知

１ポツ目
令和４年３月31日

１ポツ目
総務省において、
支援措置申出者
が他の市区町村
に所在する固定
資産を有している
場合に、当該市区
町村に支援措置
に準じた支援を申
出る仕組みとその
留意点について、
各都道府県宛て
に通知した（【通
知】「ドメスティッ
ク・バイオレンス、
ストーカー行為
等、児童虐待及び
これらに準ずる行
為の被害者の保
護のための措置
に係る支援措置
申出書の様式の
変更と留意点につ
いて」（令和４年３
月31日総行住第
32号、総税固第８
号）。
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